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中国における営業秘密侵害訴訟事件の紹介（2023）最高法知民终 1590 号 

弁理士 加藤 真司

１．はじめに 

 2025 年 9 月に最高人民法院知識産権法廷より重要裁

判例が公表された。その中に、最高人民法院が、営業秘

密侵害訴訟事件としては過去最高額となる約 6.4 億元

（約 130 億円）の賠償金の支払いを命じた事件があっ

たので、これを紹介する。 

 本件訴訟において、原告は、被告が原告の約 40名の

従業員を引き抜き、それにより原告の技術情報が被告

に流出したと訴えた。本件訴訟では、多くの営業秘密侵

害訴訟と同様に、営業秘密の該当性と非公知性、不正使

用の有無が争点となったが、本稿では、とくに注目に値

すると思われる、立証責任の転換、侵害停止措置、賠償

額の算定についての最高人民法院（以下、「裁判所」）の

判断を説明する。 

２．立証責任の転換 

 中国の反不正当競争法第 32条によれば、営業秘密の

権利者が（１）秘密保持措置を講じており、（２）秘密

が侵害されたことを合理的に示唆する予備的証拠を提

示した場合には、営業秘密侵害の有無の立証責任は被

告側に移ることになる。 

 本件訴訟では、原告が自社の技術に対する適切な秘

密保持措置を講じていたことを証明し、被告による侵

害の合理的な疑いを立証したため、営業秘密の侵害は

あったものと推定され、被告が当該技術が営業秘密で

はないこと又は当該技術に合法的な出所があることを

証明する義務を負うこととなった。 

 具体的には、裁判所は、証拠に基づいて以下の事実を

認定することで侵害を推定して、立証責任を転換した。 

（ａ）接触の機会 

 原告の元幹部や技術者約40名が組織的かつ計画的に

短期間で被告に転職しており、被告には原告の技術秘

密に「接触」する明確なルートと機会があったこと 

（ｂ）開発期間の異常な短さ 

 被告は、独自の技術蓄積がないにもかかわらず、研究

開発に必要とされる期間（通常 3 年以上）よりも明ら

かに短い期間で、原告の技術と実質的に類似する製品

を市場に投入したこと 

（ｃ）実質的類似 

 図面やデジタルモデルの比較により、原告特有の設

計や細部までが被告の図面と一致していることが確認

されたこと 

 本件訴訟では、立証責任が転換された後、被告は、技

術はサプライヤから提供されたものであってそれは合

法的な出所であると主張したが、裁判所が当該サプラ

イヤに調査を行ったところ、その主張と矛盾する回答

が得られた。最終的に、被告は「独自の開発である」又

は「合法的な出所がある」という抗弁を自ら放棄したた

め、侵害の事実は確定的なものとして認められた。 

３．侵害停止措置 

 本件訴訟において裁判所が命じた侵害停止措置は、

「中国の司法史上、最も細かい（粒度が高い）」と評さ

れるほど具体的かつ包括的なものであった。これは、大

規模な技術流出の実態に鑑みて、単に「侵害を止める」

という抽象的な命令に留まらず、技術、人員、商業の 3

つの側面から侵害の継続を物理的かつ制度的に遮断す

ることを目的としたものである。 

 具体的な措置の内容は以下のとおりである。 

（１）技術的側面：データ及び特許の制御 

 侵害された技術が再び使用されたり、他者に渡った

りすることを防ぐため、以下の措置が命じられた。 

（ａ）データの破棄と移管 

 侵害技術を含む該当部品の図面、3Dデジタルモデル、

及びそれらから派生した技術資料を、裁判所の監督又

は原告の立ち会いのもとで完全に破棄するか、原告側

へ移管することが命じられた。 

（ｂ）特許権の凍結と管理 
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 侵害技術に基づいて被告が取得した12件の実用新案

特許について、原告の同意なしに実施、譲渡、質入れ、

ライセンス供与を行うことが禁止された。また、権利を

意図的に失効させないよう、年金の支払いや無効審判

への対応を適切に行う義務も課された。 

（２）人員的側面：情報の拡散防止と意識改革 

 流出した技術を知る個人や関係先からの二次漏洩を

防ぐための措置として、以下の措置が命令された。 

（ａ）広範な通知義務 

 『人人民法院報 での公告に加え、株主、役員、全従業

員、子会社、さらにはサプライヤに対しても判決内容と

侵害停止の要求を周知すること 

（ｂ）個別通知と誓約書の徴収 

 原告からの離職者、侵害技術を搭載した関連製品シ

リーズの開発に関与した人員、及び関連サプライヤに

対し、個別に書面で通知を行い、秘密保持及び侵害防止

の誓約書に署名させること 

（３）商業的側面：市場からの排除 

 侵害技術が市場を通じて拡散し、不当な利益を生み

続けることを阻止するため、侵害技術を搭載した関連

製品シリーズの該当部品及び部品の製造、販売が全面

的に禁止された。 

（４）履行を強制するための強力な遅延履行金 

 上記の措置が確実に履行されるよう、義務を怠った

場合の非常に高額な遅延履行金が設定された。 

４．賠償額の算定 

 裁判所が下した約 6.4 億元の巨額の賠償額がどのよ

うに算定されたのか、その詳細は以下のとおりである。 

（１）損害額 

 裁判所は、以下の計算式により、原告の損害額を認定

した。 

損害額『＝『侵害製品の販売数『×『平均販売価格『×『利

益率『×『営業秘密の貢献率 

 ここで、「利益率」について、被告は、被告の侵害行

為による実際の利益はマイナス（赤字）であると主張し、

裁判所もそれを認めた。上記の計算式によれば、利益が

０であれば、損害額も０となる。 

 そこで、裁判所は、「自己の経営上の理由によって実

際には損失を被ったとしても、それは技術秘密を侵害

して利益を得なかったことを意味するものではなく、

技術秘密の侵害により、侵害者が研究開発費を節約し、

その結果、原価が減少し、又は損失が減少しているはず

である。この場合、仮に被告が侵害によって原告の技術

秘密を取得して使用しなければ、対応する技術の研究

開発費を費やすか、技術提供者にライセンス料を支払

う必要があり、その結果、被告の損失が増加していたは

ずであるため、削減できた研究開発費も被告の技術秘

密侵害による利益に該当する。」と述べて、被告の利益

率を認定することとした。具体的には、同業界の他の複

数の会社の同種の製品の利益率を参照することで、被

告の利益率を認定した。 

 『「営業秘密の貢献率」については、裁判所は、以下の

計算式により算出した。 

貢献率『＝『該当部品が全体製品に占める割合『×『技術

秘密が該当部品の技術に占める割合 

 この結果、裁判所は、被告が賠償すべき原告の損害額

を約 2.3 億元と認定した。 

（２）懲罰的賠償 

 本件訴訟では、2019 年に改正された反不正当競争法

第 17条第 3項に基づき、被告には悪意（故意）があり、

かつ、情状が重大であるとして、2倍の懲罰的賠償が上

記の損害賠償額に加算された。 

 『「悪意（故意）」について、裁判所は、被告が原告の

元副社長や技術者ら約40名を組織的かつ計画的に引き

抜き、それらの者が前職で得た秘密をそのまま使って

特許申請や製品開発を行ったことは、極めて悪質であ

ると判断した。 

 『「情状の重大性」について、裁判所は、被告は独自の

技術蓄積がないにもかかわらず、短期間で製品を市場

に投入して不当な競争優位を得る一方、原告はこれに

より莫大な経済的損失を被ったとして、情状は重大で

あると判断した。 

 裁判所は、法改正後の期間（2019 年 5 月以降）の被

告の利益である約 2億元を基数とし、その 2倍（約 4.1

億元）を懲罰的賠償金として算出した。 

（３）合理的支出 

 裁判所は、さらに、原告が侵害を立証するために費や

した鑑定費用、公証費用、製品購入・解体費用、弁護士

費用などを積み上げた 500 万元（約 1 億円）を、侵害
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を停止するために原告が支出した合理的支出であると

して認定し、賠償額に加算した。 

５．さいごに 

 本稿では、営業秘密侵害訴訟において、立証責任の転

換及び賠償額の算定がどのように行われたか、どのよ

うな侵害停止措置が命じられたのかをみた。本件訴訟

では、侵害行為が極めて悪質であり、情状が重大であっ

たことから、立証責任、賠償額、侵害停止措置の各方面

で被告に対して極めて厳しい判断が下された。本裁判

例を教訓として、中国において営業秘密侵害が抑止さ

れる効果を期待したい。また、営業秘密が侵害された場

合には、本裁判例を踏まえて、裁判外での交渉ないし裁

判手続における主張立証をすることが有効である。

 


